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１．第１次国⼟強靱化実施中期計画について
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内閣官房HPより

ⅣとⅤに
私⽴学校施設
関係施策が
設定

令和７年度私⽴学校実態調査に反映。ご回答についてご協⼒願います。
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１．第１次国⼟強靱化実施中期計画について
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内閣官房HPより

第４章 推進が特に必要となる施策
１ 施策の内容 （５）地域における防災力の一層の強化 １）避難所環境の改善・充実

② 避難所や教育の現場となる学校等の耐災害性強化（耐震化、熱中症対策・寒冷地対策等）

私⽴学校１

（幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学
校、中等教育学校、特別⽀援学校、⼤学、短期⼤学、
⾼等専⾨学校、専修学校）

バリアフリー化の対象
スロープ、エレベーター、バリアフリートイレ

私⽴学校２

（⼩学校、中学校、義務教育学校、⾼等学校、中等教育学校、特別⽀援
学校、⼤学、短期⼤学、⾼等専⾨学校、専修学校）

５か年加速化対策における
⽬標をベースに、他の学校種
や類似の⽬標を整理統合
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２．私⽴⾼等学校等に関する中⻑期⽬標に対する現状及び達成⽬標について

① 構造体の耐震化

下記①〜③について、それぞれの⽬標達成に向け、引き続き、私⽴学校施設整備費補助⾦の活⽤等
により、学校施設の耐震化等に関する取組を推進していただくようお願いします。

• 地震により、倒壊等の被害の⽣じる可能性がある学校施設
等の耐震化を図り、地震から⽣徒等の⼈命を守る。
■耐震化率（令和7年度時点）

（⼩）９９.１％ （中）９８.３％ （⾼）９４.６％

令和10年度までに、１００％達成

② ⾮構造部材の耐震対策
• 屋根や外壁、内壁、天井等の耐震性及び劣化等に課題が
ある学校施設等について耐震対策を実施し、地震等から⽣徒
等の⼈命を守る。
■屋内運動場等の吊り天井の落下防⽌対策（令和7年度時点）

（⼩）８5.2％ （中）８２.4％ （⾼）８6.２％
■吊り天井等以外の⾮構造部材の耐震対策（令和7年度時点）

（⼩）４3.2％ （中）４０.9％ （⾼）36.６％

令和22年度※までに、１００％達成
※進捗状況を踏まえ、⽬標年度を再設定

① 構造体の耐震化

構造体の耐震化に⽐べ、⾮構造部材の耐震対策の遅れが顕著（公⽴⼩中の吊り天井等以外の⾮構造部材の耐震対策実施率︓６８.０％）
施設整備費補助事業では、事業採択時に優先順位を付ける指標の⼀つとして「⾮構造部材の耐震対策実施率」を利⽤
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耐震改築の延⻑（〜8年度）耐震点検費のみも補助対象
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２．私⽴⾼等学校等に関する中⻑期⽬標に対する現状及び⽬標について
③ 避難所として使⽤が⾒込まれる施設のバリアフリー化

• 避難所として利⽤が⾒込まれる私⽴学校施設について、必要となるバリアフリーを含む防災機能を確保することにより
災害時において⽣徒等のみならず地域住⺠の安全を確保し、良好な避難⽣活が送れるようにする。
(令和６年度時点)

■ 避難所として使⽤が⾒込まれる施設のスロープ⼜はエレベーター若しくはその両⽅の整備率︓５５.５％
■ バリアフリートイレの整備率︓５４.６％

【 注 意 】
空調整備など⼀部の施設整備費補助事業の応募に際しては、耐震対策に関する要件を定めています。
※耐震補強や防犯対策等は除きます。詳細については、事業募集通知をご確認ください。

●「構造体の耐震化率」が全国平均以上であること（令和５年度より）
●「屋内運動場等の吊り天井等の⾮構造部材の耐震対策」が完了していること（令和７年度から）

令和22年度※までに１００％達成 ※進捗状況を踏まえ、⽬標年度を再設定

■ 避難所等にもなる施設のスロープ、エレベーター、バリアフリートイレの整備率

施設整備費補助事業では、「避難所のバリアフリー化実施率」も事業採択時に優先順位を付ける指標の⼀つとして利⽤
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①〜②の取組は、「防災機能強化施設整備事業」、③の取組は「施設⾼機能化整備事業」の活⽤が可能です。
児童⽣徒の安全安⼼な環境の確保に向け、耐震化完了に向けた取り組みの加速化をお願いします。



私立学校施設の耐震改修状況調査結果の概要（幼稚園）

（出典）
私⽴学校施設の耐震改修状況等調査（私学助成課）

【国⼟強靱化_達成⽬標】
令和10年度までに避難所等に
もなる私⽴学校施設の構造体
（15,732棟及び6,683万㎡）
の耐震対策完了率

100%
令和22年度までに避難所等に
もなる私⽴学校施設の⾮構造
部材（吊り天井等6,688棟及
び吊り天井以外7,833校）の耐
震対策完了率

100%
第１次国⼟強靱化実施中期計画（令和７年６
⽉６⽇閣議決定）
「学校施設の安全確保、教育活動等の早期再開
、避難所等としての役割を果たすための耐災害性
強化（私⽴学校）」

①構造体の耐震化

②非構造部材（吊り天井）の耐震化

③非構造部材（吊り天井以外）の耐震化

【令和７年４⽉１⽇時点】


